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過疎地域における固定資産税の課税の特例に関する条例の概要 

 

１ 条例制定の経緯 

  時限法である「過疎地域自立促進特別措置法」が令和３年３月３１日に失効し、同時に

新法（時限法）である「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法」が制定されま

した。新法では、第２４条に地方税の課税免除に伴う財政補填措置の拡充及び延長規定が

設けられました。 

 

２ 条例制定の趣旨及び目的  

  新法に基づき、過疎地域の持続的発展に資する産業振興を効果的に促進するため、江差

町過疎地域持続的発展市町村計画（案）の産業振興促進区域内において、一定の事業用資

産を取得等した製造業、農林水産物等販売業、旅館業、情報サービス業等について固定資

産税を３年間、申請に基づき課税免除を行う条例を制定します。 

 

３ 制定する条例の概要 

  新法では、課税免除の対象となる地域については、産業振興促進事項を規定した市町村

計画に記載された地域限定としています。条例案では、その地域を江差町過疎地域持続的

発展市町村計画（案）と整合させ、町内全域としています。 

  また、過疎地域自立促進特別法に基づく旧条例の固定資産税の免除条例に対し、新条例

（案）は、対象業種及び取得価額並びに対象固定資産について、下表のとおり対象要件を

拡充した内容となっており、新法の地方税財政補填措置条項との整合性を図り課税免除を

するものです。 

 

 旧条例（拡充前） 新条例（拡充後） 

対

象

業

種 

製造業、農林水産物

等販売業、旅館業

（下宿業除く） 

※青色申告をして

いる個人または法

人 

製造業、農林水産物等販売業、旅館業（下宿業除く）、情報サ

ービス業等（情報サービス業、インターネット付随サービス業、

通信販売、市場調査等） 

※青色申告をしている個人または法人 

取

得

価

額 

２，７００万円超 

資本金の規模に応じて、５００万円以上まで引下げ 

（製造業及び旅館業は、資本金額が５，０００万円を超え１億

円以下である法人が行うものは１，０００万円、資本金額が１

億円を超える法人が行うものは２，０００万円。情報サービス

業等及び農林水産物等販売業は５００万円） 

対
象
固
定
資
産 

新設、増設のみ 

資本金の額が５，０００万円超である法人は新設、増設のみ。

それ以下の法人等は取得又は制作若しくは建設（建物等につい

ては、増設、改築、修繕、模様替のための工事による取得・建

設を含む）した固定資産 
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江
差
町
過

疎
地

域
自
立

促
進

基
金
条

例
の

一
部
を

改
正

す
る
条

例
 

新
旧
対

照
表
 

改
正
後
 

改
正
前
 

（
設
置
）
 

第
１

条
 

過
疎

地
域

の
持

続
的

発
展

の
支

援
に

関
す

る
特

別
措

置
法

(
令

和
３

年
法

律
第
１
９

号
)
第

１
４
条

第
２

項
に
規

定
す

る
事
業

(
以
下
「

事
業
」
と

い
う
。
)
の

実
施

に
要

す
る

経
費

の
財

源
に

充
て

る
た

め
、

江
差

町
過

疎
地

域
自

立
促

進
基

金

(
以
下

「
基
金
」

と
い
う

。
)
を

設
置
す

る
。
 

（
設
置
）
 

第
１

条
 

過
疎

地
域

自
立

促
進

特
別

措
置

法
(
平

成
１

２
年

法
律

第
１

５
号

)
第

１
２

条
第

２
項

に
規

定
す

る
事

業
(
以

下
「

事
業

」
と

い
う

。
)
の

実
施

に
要

す
る

経
費

の
財
源
に

充
て

る
た
め

、
江

差
町
過

疎
地

域
自
立

促
進

基
金

(
以
下
「

基
金

」
と
い

う
。

)
を

設
置

す
る

。
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江
差
町
個

人
情

報
保
護

条
例

の
一
部

を
改

正
す
る

条
例

 
新
旧

対
照

表
 

改
正
後
 

改
正
前
 

（
情
報
提

供
等

記
録
の

提
供

先
等
へ

の
通

知
）
 

第
２

３
条

の
２

 
実

施
機

関
は

、
訂

正
請

求
に

対
す

る
決

定
に

基
づ

く
情

報
提

供
等

記
録

の
訂

正
の

実
施

を
し

た
場

合
に

お
い

て
、

必
要

が
あ

る
と

認
め

る
と

き
は

、

内
閣

総
理

大
臣

及
び

番
号

法
第

１
９

条
第

８
号

に
規

定
す

る
情

報
照

会
者

又
は

情

報
提

供
者

(
当

該
訂

正
に

係
る

番
号

法
第

２
３

条
第

１
項

及
び

第
２

項
に

規
定

す

る
記
録
に

記
録

さ
れ
た

者
で

あ
つ
て
、
当

該
実
施

機
関

以
外
の

も
の

に
限
る
。
)
に

対
し
、
遅

滞
な

く
、
そ

の
旨

を
書
面

に
よ

り
通
知

す
る

も
の
と

す
る

。
 

（
情
報
提

供
等

記
録
の

提
供

先
等
へ

の
通

知
）
 

第
２

３
条

の
２

 
実

施
機

関
は

、
訂

正
請

求
に

対
す

る
決

定
に

基
づ

く
情

報
提

供
等

記
録

の
訂

正
の

実
施

を
し

た
場

合
に

お
い

て
、

必
要

が
あ

る
と

認
め

る
と

き
は

、

総
務

大
臣

及
び

番
号

法
第

１
９

条
第

７
号

に
規

定
す

る
情

報
照

会
者

又
は

情
報

提

供
者

(
当

該
訂

正
に

係
る

番
号

法
第

２
３

条
第

１
項

及
び

第
２

項
に

規
定

す
る

記

録
に
記
録

さ
れ

た
者
で

あ
つ

て
、
当
該
実
施

機
関
以

外
の

も
の
に

限
る

。
)
に
対

し
、

遅
滞
な
く

、
そ

の
旨
を

書
面

に
よ
り

通
知

す
る
も

の
と

す
る
。
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江
差
町
特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地
域
型
保
育
事
業
の
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
新
旧
対
照
表
 

改
正
後
 

改
正
前
 

目
次
 

目
次
 

第
１
章
 
総
則
（
第
１
条
―
第
３
条
）
 

第
１
章
 
総
則
（
第
１
条
―

第
３
条

）
 

第
２
章
 
特
定
教
育
・
保
育
施
設
の
運
営
に
関
す
る
基
準
 

第
２
章
 
特
定
教
育
・

保
育
施
設

の
運
営
に
関
す
る

基
準
 

第
１
節
 
利
用
定
員
に
関
す
る
基
準
（
第
４
条
）
 

第
１
節
 
利
用
定
員
に
関
す

る
基

準
（
第
４

条
）
 

第
２
節
 
運
営
に
関
す
る
基
準
（
第
５
条
―
第
３
４
条
）
 

第
２
節
 
運
営
に

関
す

る
基

準
（
第
５

条
―
第
３
４

条
）
 

第
３
節
 
特
例
施
設
型
給
付
費
に
関
す
る
基
準
（
第
３
５
条
・
第
３
６
条
）
 

第
３
節
 
特
例
施

設
型

給
付

費
に
関
す

る
基
準
（
第

３
５
条
・
第
３
６
条
）
 

第
３
章
 
特
定
地
域
型
保
育
事
業
の
運
営
に
関
す
る
基
準
 

第
３
章
 
特
定
地
域
型

保
育
事
業

の
運
営
に
関
す
る

基
準
 

第
１
節
 
利
用
定
員
に
関
す
る
基
準
（
第
３
７
条
）
 

第
１
節
 
利
用
定

員
に

関
す

る
基
準
（

第
３
７
条
）
 

第
２
節
 
運
営
に
関
す
る
基
準
（
第
３
８
条
―
第
５
０
条
）
 

第
２
節
 
運
営
に

関
す

る
基

準
（
第
３

８
条
―
第
５

０
条
）
 

第
３
節
 
特
例
地
域
型
保
育
給
付
費
に
関
す
る
基
準
（
第
５
１
条
・
第
５
２
条
）
 

第
３
節
 
特
例
地

域
型

保
育

給
付
費
に

関
す
る
基
準

（
第
５
１
条
・
第
５
２
条
）
 

第
４
章
 
雑
則
（
第
５
３
条
）
 

（
新
設
）
 

附
則
 

附
則
 

（
内
容
及
び
手
続
の
説
明
及
び
同
意
）
 

（
内
容
及
び
手
続
の
説
明
及

び
同
意

）
 

第
５
条
 
（
略
）
 

第
５
条
 
（
略
）
 

（
削
除
）
 

２
 
特
定
教
育
・
保
育

施
設
は
、

利
用
申
込

者
か
ら
の

申
出
が
あ
つ

た
場
合

に
は

、
前
項

の
規
定
に
よ
る
文
書
の
交
付

に
代
え

て
、
第
５
項
で
定
め
る
と
こ

ろ
に

よ
り

、
当
該
利

用
申
込
者
の
承
諾
を
得
て
、

当
該
文

書
に
記
す
べ
き
重
要
事
項
を

電
子

情
報

処
理
組
織

を
使
用
す
る
方
法
そ
の
他
の

情
報
通

信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法

で
あ

つ
て

次
に
掲
げ

る
も
の
（
以
下
こ
の
条
に
お

い
て
「

電
磁
的
方
法
」
と
い
う
。
）

に
よ

り
提

供
す
る
こ

と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て

、
当
該
特
定
教
育
・
保
育
施

設
は

、
当

該
文
書
を

交
付
し
た
も
の
と
み
な
す
。
 

（
１
）
 
電
子
情
報
処
理
組

織
を
使

用
す
る
方
法
の
う
ち
ア
又
は

イ
に

掲
げ

る
も
の
 

ア
 
特
定
教
育
・

保
育
施
設

の
使
用
に

係
る

電
子
計
算

機
と
利
用
申

込
者
の
使
用

に

係
る
電
子
計
算
機
と
を

接
続
す
る
電
気
通
信
回
線
を

通
じ
て
送
信
し
、
受
信

者
の

使
用
に
係
る
電
子
計
算

機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル

に
記
録
す
る
方
法
 

イ
 
特
定
教
育
・

保
育
施
設

の
使
用
に

係
る

電
子
計
算

機
に
備
え
ら

れ
た
フ
ァ
イ

ル

に
記
録
さ
れ
た
前
項
に

規
定
す
る
重
要
事
項
を
電
気

通
信
回
線
を
通
じ
て
利

用
申
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江
差
町
特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地
域
型
保
育
事
業
の
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
新
旧
対
照
表
 

改
正
後
 

改
正
前
 

込
者
の
閲
覧
に
供
し
、

当
該
利
用
申
込
者
の
使
用
に

係
る
電
子
計
算
機
に
備

え
ら

れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
当
該

重
要
事
項
を
記
録
す
る
方
法

（
電
磁
的
方
法
に
よ
る

提
供

を
受
け
る
旨
の
承
諾
又

は
受
け
な
い
旨
の
申
出
を
す

る
場
合
に
あ
つ
て
は
、

特
定

教
育
・
保
育
施
設
の
使

用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備

え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に

そ
の

旨
を
記
録
す
る
方
法
）
 

（
２
）
 
磁
気
デ
ィ
ス
ク
、

シ
ー
・

デ
ィ
ー
・
ロ
ム
そ
の
他
こ
れ

ら
に

準
ず

る
方
法
に

よ
り
一
定
の
事
項

を
確
実
に

記
録
し
て

お
く

こ
と
が
で

き
る
物
を
も

つ
て
調
製
す

る

フ
ァ
イ
ル
に
前
項

に
規
定
す

る
重
要
事

項
を

記
録
し
た

も
の
を
交
付

す
る
方
法
 

（
削
除
）
 

３
 
前
項
に
掲
げ
る
方

法
は
、
利

用
申
込
者

が
フ
ァ
イ

ル
へ
の
記
録

を
出
力

す
る

こ
と
に

よ
る
文
書
を
作
成
す
る
こ
と

が
で
き

る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
 

（
削
除
）
 

４
 
第
２
項
第
１
号
の

「
電
子
情

報
処
理
組

織
」
と
は

、
特
定
教
育

・
保
育

施
設

の
使
用

に
係
る
電
子
計
算
機
と
利
用

申
込
者

の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機

と
を

電
気

通
信
回
線

で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理

組
織
を

い
う
。
 

（
削
除
）
 

５
 
特
定
教
育
・
保
育

施
設
は
、

第
２
項
の

規
定
に
よ

り
第
１
項
に

規
定
す

る
重

要
事
項

を
提
供
し
よ
う
と
す
る
と
き

は
、
あ

ら
か
じ
め
、
当
該
利
用
申
込

者
に

対
し

、
そ
の
用

い
る
次
に
掲
げ
る
電
磁
的
方

法
の
種

類
及
び
内
容
を
示
し
、
文
書

又
は

電
磁

的
方
法
に

よ
る
承
諾
を
得
な
け
れ
ば
な

ら
な
い

。
 

（
１
）
 
第
２
項
各
号
に
規

定
す
る

方
法
の
う
ち
特
定
教
育
・
保

育
施

設
が

使
用
す
る

も
の
 

（
２
）
 
フ
ァ
イ
ル
へ
の
記

録
の
方

式
 

（
削
除
）
 

６
 
前
項
の
規
定
に
よ

る
承
諾
を

得
た
特
定

教
育
・
保

育
施
設
は
、

当
該
利

用
申

込
者
か

ら
文
書
又
は
電
磁
的
方
法
に

よ
り
電

磁
的
方
法
に
よ
る
提
供
を
受

け
な

い
旨

の
申
出
が

あ
つ
た
と
き
は
、
当
該
利
用

申
込
者

に
対
し
、
第
１
項
に
規
定
す

る
重

要
事

項
の
提
供

を
電
磁
的
方
法
に
よ
つ
て
し

て
は
な

ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
利

用
申

込
者

が
再
び
前

項
の
規
定
に
よ
る
承
諾
を
し

た
場
合

は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

（
内
容
及
び
手
続
の
説
明
及
び
同
意
）
 

（
内
容
及
び
手
続
の
説
明
及

び
同
意

）
 

第
３
８
条
 
（
略
）
 

第
３
８
条
 
（
略
）
 

（
削
除
）
 

２
 
第
５
条
第
２
項
か

ら
第
６
項

ま
で
の
規

定
は
、
前

項
の
規
定
に

よ
る
文

書
の

交
付
に

つ
い
て
準
用
す
る
。
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江
差
町
特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地
域
型
保
育
事
業
の
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
新
旧
対
照
表
 

改
正
後
 

改
正
前
 

（
特
定
教
育
・
保
育
施
設
等
と
の
連
携
）
 

（
特
定
教
育
・
保
育
施
設
等

と
の
連

携
）
 

第
４
２
条
 
特
定
地
域
型
保
育
事
業
者
（
居
宅
訪
問
型
保
育
事
業
を
行
う
者
を
除
く
。
以

下
こ
の
項
か
ら
第
５
項
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
特
定
地
域
型
保
育
が
適
正
か
つ

確
実
に
実
施
さ
れ
、
及
び
必
要
な
教
育
・
保
育
が
継
続
的
に
提
供
さ
れ
る
よ
う
、
次
に

掲
げ
る
事
項
に
係
る
連
携
協
力
を
行
う
認
定
こ
ど
も
園
、
幼
稚
園
又
は
保
育
所
（
以
下

「
連
携
施
設
」
と
い
う
。
）
を
適
切
に
確
保
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
離
島

そ
の
他
の
地
域
で
あ
つ
て
、
連
携
施
設
の
確
保
が
著
し
く
困
難
で
あ
る
と
町
が
認
め
る

も
の
に
お
い
て
特
定
地
域
型
保
育
事
業
を
行
う
特
定
地
域
型
保
育
事
業
者
に
つ
い
て

は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

第
４
２
条
 
特
定
地
域

型
保
育
事

業
者
（
居

宅
訪
問
型

保
育
事
業
を

行
う
者

を
除

く
。
以

下
こ
の
項
か
ら
第
５

項
ま
で
に
お
い
て
同
じ

。
）
は
、

特
定
地
域

型
保
育
が
適
正
か

つ

確
実
に
実
施
さ
れ
、

及
び
必
要
な
教
育
・
保

育
が
継
続

的
に
提
供

さ
れ
る
よ
う
、
次

に

掲
げ
る
事
項
に
係
る

連
携
協
力
を
行
う
認
定

こ
ど
も
園

、
幼
稚
園

又
は
保
育
所
（
以

下

「
連
携
施
設
」
と
い

う
。
）
を
適
切
に
確
保

し
な
け
れ

ば
な
ら
な

い
。
た
だ
し
、
離

島

そ
の
他
の
地
域
で
あ

つ
て
、
連
携
施
設
の
確

保
が
著
し

く
困
難
で

あ
る
と
町
が
認
め

る

も
の
に
お
い
て
特
定

地
域
型
保
育
事
業
を
行

う
特
定
地

域
型
保
育

事
業
者
に
つ
い
て

は
、
こ
の
限
り
で
な

い
。
 

（
１
）
・
（
２
）
 
（
略
）
 

（
１
）
・
（
２
）
 
（
略
）
 

（
３
）
 
当
該
特
定
地
域
型
保
育
事
業
者
に
よ
り
特
定
地
域
型
保
育
の
提
供
を
受
け
て

い
た
満
３
歳
未
満
保
育
認
定
子
ど
も
（
事
業
所
内
保
育
事
業
を
利
用
す
る
満
３
歳
未

満
保
育
認
定
子
ど
も
に
あ
つ
て
は
、
第
３
７
条
第
２
項
に
規
定
す
る
そ
の
他
の
小
学

校
就
学
前
子
ど
も
に
限
る
。
以
下
こ
の
号
及
び
第
４
項
第
１
号
に
お
い
て
同
じ
。
）

を
、
当
該
特
定
地
域
型
保
育
の
提
供
の
終
了
に
際
し
て
、
当
該
満
３
歳
未
満
保
育
認

定
子
ど
も
に
係
る
教
育
・
保
育
給
付
認
定
保
護
者
の
希
望
に
基
づ
き
、
引
き
続
き
当

該
連
携
施
設
に
お
い
て
受
け
入
れ
て
教
育
・
保
育
を
提
供
す
る
こ
と
。
 

（
３
）
 
当
該
特
定
地
域
型
保
育
事

業
者
に
よ
り

特
定
地
域

型
保
育
の

提
供
を
受
け

て

い
た
満
３
歳
未
満
保
育
認
定

子
ど

も
（
事
業

所
内
保
育

事
業
を
利
用

す
る
満

３
歳

未

満
保
育
認
定
子
ど
も
に
あ
つ

て
は

、
第
３
７

条
第
２
項

に
規
定
す
る

そ
の
他

の
小

学

校
就
学
前
子
ど
も
に
限
る
。
以
下
こ
の
号
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
に
お
い
て
同
じ
。
）

を
、
当
該
特
定
地

域
型
保
育

の
提
供
の

終
了

に
際
し
て

、
当
該
満
３

歳
未
満
保
育

認

定
子
ど
も
に
係
る

教
育
・
保

育
給
付
認

定
保

護
者
の
希

望
に
基
づ
き

、
引
き
続
き

当

該
連
携
施
設
に
お

い
て
受
け

入
れ
て
教

育
・

保
育
を
提

供
す
る
こ
と

。
 

２
～
９
 
（
略
）
 

２
～
９
 
（
略
）
 

第
４
章
 
雑
則
 

（
電
磁
的
記
録
等
）
 

第
５
３
条
 
特
定
教
育
・
保
育
施
設
等
は
、
記
録
、
作
成
、
保
存
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す

る
も
の
の
う
ち
、
こ
の
条
例
の
規
定
に
お
い
て
書
面
等
（
書
面
、
書
類
、
文
書
、
謄
本
、

抄
本
、
正
本
、
副
本
、
複
本
そ
の
他
文
字
、
図
形
等
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
認
識
す
る
こ

と
が
で
き
る
情
報
が
記
載
さ
れ
た
紙
そ
の
他
の
有
体
物
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
同
じ
。
）
に
よ
り
行
う
こ
と
が
規
定
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
該
書
面
等

に
代
え
て
、
当
該
書
面
等
に
係
る
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他

人
の
知
覚
に
よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ

て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に

お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
り
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
 

（
新
設
）
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江
差
町
特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地
域
型
保
育
事
業
の
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
新
旧
対
照
表
 

改
正
後
 

改
正
前
 

２
 
特
定
教
育
・
保
育
施
設
等
は
、
こ
の
条
例
の
規
定
に
よ
る
書
面
等
の
交
付
又
は
提
出

に
つ
い
て
は
、
当
該
書
面
等
が
電
磁
的
記
録
に
よ
り
作
成
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
当

該
書
面
等
の
交
付
又
は
提
出
に
代
え
て
、
第
４
項
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
教
育
・

保
育
給
付
認
定
保
護
者
の
承
諾
を
得
て
、
当
該
書
面
等
に
記
載
す
べ
き
事
項
（
以
下
こ

の
条
に
お
い
て
「
記
載
事
項
」
と
い
う
。
）
を
電
子
情
報
処
理
組
織
（
特
定
教
育
・
保

育
施
設
等
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
教
育
・
保
育
給
付
認
定
保
護
者
の
使
用
に
係

る
電
子
計
算
機
と
を
電
気
通
信
回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
を
い
う
。
以
下

こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
使
用
す
る
方
法
そ
の
他
の
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す

る
方
法
で
あ
っ
て
次
に
掲
げ
る
も
の
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
電
磁
的
方
法
」
と
い

う
。
）
に
よ
り
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
特
定
教
育
・

保
育
施
設
等
は
、
当
該
書
面
等
を
交
付
し
又
は
提
出
し
た
も
の
と
み
な
す
。
 

（
１
）
 
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
の
う
ち
ア
又
は
イ
に
掲
げ
る
も
の
 

ア
 
特
定
教
育
・
保
育
施
設
等
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
教
育
・
保
育
給
付
認

定
保
護
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
接
続
す
る
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て

送
信
し
、
受
信
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録

す
る
方
法
 

イ
 
特
定
教
育
・
保
育
施
設
等
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ

ル
に
記
録
さ
れ
た
記
載
事
項
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
教
育
・
保
育
給
付
認
定

保
護
者
の
閲
覧
に
供
し
、
教
育
・
保
育
給
付
認
定
保
護
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計

算
機
に
備
え
ら
れ
た
当
該
教
育
・
保
育
給
付
認
定
保
護
者
の
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
記

載
事
項
を
記
録
す
る
方
法
（
電
磁
的
方
法
に
よ
る
提
供
を
受
け
る
旨
の
承
諾
又
は

受
け
な
い
旨
の
申
出
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
特
定
教
育
・
保
育
施
設
等
の
使

用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
そ
の
旨
を
記
録
す
る
方
法
）

（
２
）
 
磁
気
デ
ィ
ス
ク
、
シ
ー
・
デ
ィ
ー
・
ロ
ム
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
方
法
に

よ
り
一
定
の
事
項
を
確
実
に
記
録
し
て
お
く
こ
と
が
で
き
る
物
を
も
っ
て
調
製
す
る

フ
ァ
イ
ル
に
記
載
事
項
を
記
録
し
た
も
の
を
交
付
す
る
方
法
 

３
 
前
項
各
号
に
掲
げ
る
方
法
は
、
教
育
・
保
育
給
付
認
定
保
護
者
が
フ
ァ
イ
ル
へ
の
記

録
を
出
力
す
る
こ
と
に
よ
る
文
書
を
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
 

４
 
特
定
教
育
・
保
育
施
設
等
は
、
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
記
載
事
項
を
提
供
し
よ
う
と
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江
差
町
特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地
域
型
保
育
事
業
の
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
新
旧
対
照
表
 

改
正
後
 

改
正
前
 

す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
当
該
記
載
事
項
を
提
供
す
る
教
育
・
保
育
給
付
認
定
保

護
者
に
対
し
、
そ
の
用
い
る
次
に
掲
げ
る
電
磁
的
方
法
の
種
類
及
び
内
容
を
示
し
、
文

書
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
る
承
諾
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
１
）
 
第
２
項
各
号
に
規
定
す
る
方
法
の
う
ち
特
定
教
育
・
保
育
施
設
等
が
使
用
す

る
も
の
 

（
２
）
 
フ
ァ
イ
ル
へ
の
記
録
の
方
式
 

５
 
前
項
の
規
定
に
よ
る
承
諾
を
得
た
特
定
教
育
・
保
育
施
設
等
は
、
当
該
教
育
・
保
育

給
付
認
定
保
護
者
か
ら
文
書
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
り
、
電
磁
的
方
法
に
よ
る
提
供
を

受
け
な
い
旨
の
申
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
教
育
・
保
育
給
付
認
定
保
護
者
に
対
し
、

第
２
項
に
規
定
す
る
記
載
事
項
の
提
供
を
電
磁
的
方
法
に
よ
っ
て
し
て
は
な
ら
な
い
。

た
だ
し
、
当
該
教
育
・
保
育
給
付
認
定
保
護
者
が
再
び
前
項
の
規
定
に
よ
る
承
諾
を
し

た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

６
 
第
２
項
か
ら
前
項
ま
で
の
規
定
は
、
こ
の
条
例
の
規
定
に
よ
る
書
面
等
に
よ
る
同
意

の
取
得
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
２
項
中
「
書
面
等
の
交
付
又

は
提
出
」
と
あ
り
、
及
び
「
書
面
等
に
記
載
す
べ
き
事
項
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
記

載
事
項
」
と
い
う
。
）
」
と
あ
る
の
は
「
書
面
等
に
よ
る
同
意
」
と
、
「
第
４
項
」
と

あ
る
の
は
「
第
６
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
４
項
」
と
、
「
提
供
す
る
」
と
あ
る
の
は

「
得
る
」
と
、
「
書
面
等
を
交
付
し
又
は
提
出
し
た
」
と
あ
る
の
は
「
書
面
等
に
よ
る

同
意
を
得
た
」
と
、
「
記
載
事
項
を
」
と
あ
る
の
は
「
同
意
に
関
す
る
事
項
を
」
と
、

「
提
供
を
受
け
る
」
と
あ
る
の
は
「
同
意
を
行
う
」
と
、
「
受
け
な
い
」
と
あ
る
の
は

「
行
わ
な
い
」
と
、
第
４
項
中
「
記
載
事
項
を
提
供
し
よ
う
」
と
あ
る
の
は
「
同
意
を

得
よ
う
」
と
、
「
記
載
事
項
を
提
供
す
る
」
と
あ
る
の
は
「
同
意
を
得
よ
う
と
す
る
」

と
、
同
項
第
１
号
中
「
第
２
項
各
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
６
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第

２
項
各
号
」
と
、
前
項
中
「
提
供
を
受
け
な
い
」
と
あ
る
の
は
「
同
意
を
行
わ
な
い
」

と
、
「
第
２
項
に
規
定
す
る
記
載
事
項
の
提
供
」
と
あ
る
の
は
「
こ
の
条
例
の
規
定
に

よ
る
書
面
等
に
よ
る
同
意
の
取
得
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
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江
差
町
企

業
立

地
の
促

進
及

び
雇
用

の
奨

励
に
関

す
る

条
例
の

一
部

を
改
正

す
る

条
例
 

新
旧

対
照
表
 

改
正
後
 

改
正
前
 

（
助
成
の

期
間

）
 

第
５

条
 

企
業

立
地

助
成

金
は

、
指

定
を

受
け

新
た

に
固

定
資

産
税

が
賦

課
さ

れ
る

に
至

つ
た

年
度

よ
り

３
年

以
内

と
す

る
。

た
だ

し
、

過
疎

地
域

に
お

け
る

固
定

資

産
税
の
課

税
の

特
例
に

関
す

る
条
例
（
令

和
３
年

条
例

第
●
●

号
)
の

適
用
を

受
け

課
税
免
除

さ
れ

る
期
間

も
こ

の
期
間

に
含
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[新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業] 

インフルエンザ予防接種支援 

（国の経済対策との関係：Ⅰ 感染拡大防止対策） 

 

●目的 

新型コロナウイルス感染症の流⾏とインフルエンザが流

⾏する時期と重なることから医療機関の負担を軽減させる

ために、接種対象者へ全額費⽤助成を図り、インフルエンザ

による重症化予防と感染者のまん延防⽌を図る。 

 

●対象者 

江差町に住所を有する 

①65 歳以上 

②60〜64 歳で、⼼臓、腎臓⼜は呼吸器の機能に⾃⼰の⾝辺の⽇常⽣活活動が極度に

制限される程度の障害を有する者及びヒト免疫不全ウイルスにより免疫機能に⽇

常⽣活がほとんど不可能な程度の障害を有する者 

③⽣後 6 か⽉〜中学 3 年⽣ 

※①②は 「予防接種法 定期予防接種 B 類疾病」対象者 

 

●助成額 

接種費⽤全額助成 

 

●助成方法 

町内医療機関での接種 現物給付 

町外医療機関での接種 償還払い 

 

●接種期間 

令和３年１１⽉〜令和４年１⽉３１⽇ 

 

●補正予算額 

９，９７２千円 

⼀般会計 8,355 千円（全額臨時交付⾦） 

【主な経費︓予診票送付料、接種委託料、接種助成費、国保会計繰出⾦】 

国保会計 1,617 千円（道２号繰⼊⾦ 453 千円、⼀般会計繰⼊⾦ 1,164 千円） 

【主な経費︓接種委託料、接種助成費】 

- 15 -

資料6



“新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業”

アワビ養殖漁業モデル推進事業の概要
＜産業振興課＞

◇事業の目的
新型コロナウイルス感染症の影響による魚価の下落は、回復傾向にはあ
るものの、以前の状況までは戻っておらず、漁業者の経営環境は引き続き、
厳しいものとなっている。
養殖漁業を実施することで、栽培漁業より短期間で水揚げに繋がること、
ふるさと納税返礼品としての出荷を基本とすることで、市場に左右されに
くい販売体制の構築、町・漁協への安定した収入額等の確保を目的に、実
証するためのモデル事業として、試験的に取り組む経費を支援するもの。

◇事業主体
ひやま漁業協同組合江差支所

◇対象経費
・アワビ種苗の購入及び養殖に必要な経費
・アワビ種苗購入数 20,000粒

◇事業費 5,５00千円（全額臨時交付金）

【事業の流れ】

ひやま漁業協同組合 飲食店等

ふるさと納税者

販売連絡・代金支払

情報共有 代金支払

返礼品発送

寄附申込

種苗購入、養殖管理

出荷・販売

江差町

事業効果検証、

販路開拓

寄附額 20,000 返礼品代金 5,000 送料見込 1,615

代金（漁協収入） 送料 間接経費（15％想定）

100 2,000,000 500,000 161,500 300,000 1,038,500

500 10,000,000 2,500,000 807,500 1,500,000 5,192,500

1,000 20,000,000 5,000,000 1,615,000 3,000,000 10,385,000

経費
町の収入寄附額個数（セット）

【ふるさと納税返礼品　収入シミュレーション】　養殖活アワビ10個（約１ｋｇ）セット

国の経済対策との関係：Ⅱ 雇用の維持と事業の継続
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江差町地域公共交通活性化協議会負担金事業 概要 

 

１．事業目的 

  地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（以下「活性化再生法」という。）の改正に

より、今年度から取り組んでいる「地域公共交通計画」の策定にあたって、公共交通機関

の利用実態や普段利用していない町民のニーズ等について調査し、地域にとって望ましい

公共交通のあり方を検討する必要があることから、今年度より２か年をかけて国土交通省

の地域公共交通確保維持改善事業費補助金（以下「国庫補助金という。」）を活用し、地域

公共交通調査事業を実施していく。 

  国の地域公共交通関連事業における補助対象者は、活性化再生法において定められてい

る法定協議会等となり、当該協議会へ直接交付されることとなることから、地域公共交通

調査事業は、道路運送法及び活性化再生法に基づく組織として設置した「江差町地域公共

交通活性化協議会」を実施主体とする事業展開となり、同協議会が行う事業等に要する経

費として江差町から負担金を支出する。 

 

２．事業内容 

 ○ 江差町地域公共交通計画（案）策定に係る地域公共交通調査 

（※ 現況交通実態調査、町民ニーズ把握調査（アンケート調査）、バス利用実態調査、町民意見交換会など） 

 ○ 江差町地域公共交通計画（案）策定に係る打合せ 

 ○ 江差町地域公共交通活性化協議会運営事務 

 

３．事業費 

  ７，２２７千円（委託料７，０３９千円、旅費１３７千円、需用費５０千円） 

 

４．経費内訳 

  江差町地域公共交通活性化協議会への負担金 

 

５．負担金の取扱い 

 ○ 委託料７，０３９千円については、その一部について現在要望中である国庫補助金を充

当予定。 

 ○ 事業完了後、国庫補助金の額が確定次第、江差町に対して本負担金の当該補助金に相当

する額の戻入を行う。 
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● ⽬的  

①健康寿命の延伸に向けた仕組みづくりの 1 つとして、個⼈の健診結果等の 

健康情報を電⼦記録として本⼈や家族が正確に把握するという PHR（パーソナルヘルスレコー

ド）の考え⽅が広まっており、マイナポータルを活⽤して予防接種履歴・乳幼児健診結果、特

定健診の結果等を個⼈で管理できる仕組みに係る基盤を整備する。 

  ②今回新たに、⾃治体検診データ標準化対応システムを改修することにより、委託料が不⾜す

ることが⾒込まれるための補正。（補助事業） 

  ③⼦どもの予防接種（ロタウイルス）や、新型インフルエンザのシステム改修が新たに追加さ

れたことから委託料に不⾜することが⾒込まれるための補正。 
 

● 事業内容  

・町⺠の健康情報を⼀元化し、経年データの管理を⾏うことで、町⺠が⾃⾝の健康情報を正しく把

握できる体制整備を⾏う。 

・予防接種の接種間隔や対象の管理等チェック体制の強化・効率化。 

・マイナポータルのお知らせ通知機能等、スマホ等を活⽤した情報発信への体制整備。 
 

●総事業費 12,361 千円（当初予算 7,951 千円、うち補正額 4,410 千円） 
・国庫負担⾦ ２，４２１千円 

・⼀般財源  ９，９４０千円 

 

 

 

●⽬的  

 ①想定より接種希望者が多かったため、下記の体制を拡充・強化したこと 

による補正。 

・コールセンター 

・接種⽇程を追加したことによる薬剤師・看護師等の⼈員体制 

②休⽇接種委託料の加算が新たに創設されたことによる委託料不⾜が⾒込まれるための補正。 

これらの体制を拡充・強化し、感染による死亡や重症者の発⽣をできるだけ減らし、まん延防⽌

を図る。 
 

●接種⼈数・回数 

・8/24 現在の接種⼈数 ５，４９１⼈（接種率 81.37%） 

・接種実施回数（予定含む）①集団接種（江差⾼等看護学院、保健センター） ４８回 

              ②施設接種（⾼齢者施設等）３０回 
 

●総事業費 71,160 千円（うち補正額 8,034 千円） 
R2 繰越額 30,257 千円、R3 補正済額 32,869 千円 

国庫補助⾦・負担⾦︓新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業国庫補助⾦、新型コロナウイルスワ

クチン接種対策費国庫負担⾦ 

健康管理システム導入事業補正予算 概要 

 

健診結果 
-------------

-------------

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業補正予算 概要 
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氏  名  加川

かがわ

 千秋
ちあき   

生年月日  昭和３９年１０月２４日生（５６歳）   
住  所  檜山郡江差町字尾山町１４６番地１４   
最終学歴  昭和５８年 ３月  北海道立江差高等学校卒業   
職 歴 等  昭和５８年 ４月  江光デパート（江光共同組合） 
      昭和５９年 ４月  生活協同組合市民生協コープさっぽろ江差店 
      平成１４年１０月  有限会社浜口総合事務所 
      平成２４年 １月  函館地方法務局江差支局 

平成２５年 １月  江差町役場 税務課 
平成２５年 ４月  ＤＣＭホーマック江差柳崎店 
平成２８年 ７月 

           から現在  江差地区交通安全協会連合会   
公 職 等  なし  
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